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 貸 借 対 照 表  

（2025年 3月 31日現在） 

 

 （単位：千円） 

資産の部 負債の部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

流 動 資 産 3,588,568 流 動 負 債 1,476,979 

現金及び預金 941,132 未払金 959,657 

売掛金 1,279,378 未払費用 13,211 

貯蔵品 514 未払法人税等 71,367 

前払費用 71,996 未払消費税等 196,173 

   関係会社短期貸付金 1,276,128 前受金 11,775 

    その他 27,644 預り金 135,235 

  貸倒引当金 △8,227 賞与引当金 76,096 

 固 定 資 産 282,915 返金負債 13,460 

  有形固定資産 25,352 店舗閉鎖損失引当金 - 

   建物 21,773 固 定 負 債 118,119 

  工具器具備品 3,578 退職給付引当金 117,010 

  無形固定資産 78,648 資産除去債務 959 

  ソフトウェア 48,169 その他 149 

  ソフトウェア仮勘定 29,601 負  債  合  計 1,595,098 

  その他 877 純   資   産   の   部 

 投資その他の資産 178,914 科   目 金   額 

  長期前払費用 529 株 主 資 本 2,276,385 

  繰延税金資産 99,230 資本金 100,000 

敷金及び保証金 79,154 資本剰余金 800,183 

  資本準備金 800,183 

  利益剰余金 1,376,201 

  その他利益剰余金  1,376,201 

  繰越利益剰余金 1,376,201 

  （うち当期純利益） (317,431) 

  純 資 産 合 計 2,276,385 

資  産  合  計 3,871,483 負債・純資産合計 3,871,483 

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品  

最終仕入原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

によっております。 

 

（2）固定資産の減価償却の方法 

      ①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、2016年4月1日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しており

ます。 

主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物  8年～15年 

  工具、器具及び備品   4年～ 6年 

 ②無形固定資産  

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づい

ております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

     ①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

②賞与引当金 

従業員に対する賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負 

担すべき額に基づき計上しております。 

③返金負債 

   人材紹介手数料の返金等の負担に備えるため、過去の返金実積率等に基づき、返金損失

見込額を計上しております。 

  ④店舗閉鎖損失引当金 

店舗閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、合理的に見込まれる損失額を計上しており

ます。 

⑤退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

a.退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。 

b.過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年） による定額法により費用処理しております。 

c.数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の

翌事業年度から費用処理しております。 
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(4) 収益及び費用の計上基準 

    当社では、介護・医療に特化した人材サ ービス事業として、労働者派遣法に基づく人材

派遣・紹介予定派遣、職業安定法に基づく人材紹介、自治体からの委託、福祉施設等の従

業員を対象にした教育研修等のサービスを提供しております。 

    人材紹介サービスについては、求人先である顧客と求職者が合意した日（求人先におけ

る求職者の入社日）を、サー ビス提供が完了した日として収益を認識しており、それ以外

のサービスについては、サービス提供が完了したと判断される時点で収益を認識しており

ます。 

 

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 


